
（財）財務会計基準機構会員      

1 

 平 成 １９ 年 ３ 月 期 決 算 短 信 

平成１９年４月２７日 

上 場 会 社 名 富士重工業株式会社 上場取引所 東証一部 

コ ー ド 番 号 ７２７０ ＵＲＬ http://ir.fhi.co.jp/index.html 

代 表 者 代表取締役社長 森 郁夫   

問合せ先責任者 総 務 部 長 坂本 和人 ＴＥＬ （０３）３３４７－２００５

定時株主総会開催予定日 平成１９年６月２６日 配当支払開始予定日 平成１９年６月２７日 

有価証券報告書提出予定日 平成１９年６月２７日   

（百万円未満四捨五入） 

１． １９年３月期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年3月期 1,494,817 1.2 47,906 △17.9 42,215 △9.7 31,899 104.3

18年3月期 1,476,368 2.1 58,339 38.8 46,768 7.3 15,611 △14.4
 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 
 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

19年3月期 44.46 44.44 6.6 3.2 3.2 

18年3月期 20.66 20.66 3.3 3.5 4.0 

（参考）持分法投資損益 平成19年3月期 1,549百万円  平成18年3月期 1,446百万円 
 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

19年3月期 1,316,041 495,703 37.5 687.81 

18年3月期 1,348,400 465,522 34.5 649.41 

（参考）自己資本 平成19年3月期  494,004百万円  平成18年3月期 － 
 

（３） 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年3月期 65,616 △43,428 △36,209 99,060 

18年3月期 137,485 △75,775 △88,885 112,366 
 

２． 配当の状況 

 1株当たり配当金 配当金総額 配当性向 純資産配当率 

（基準日） 中間期末 期末 年間 （年間） （連結） （連結） 
 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％

18年3月期 4.50 4.50 9.00 6,734 43.6 1.4 

19年3月期 4.50 4.50 9.00 6,461 20.2 1.3 

20年3月期 

（予想） 
4.50 4.50 9.00  40.4  

 
３． ２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

中 間 期 690,000 △1.2 5,000 △72.4 1,000 △92.8 0 △100.0     0 

通 期 1,550,000 3.7 35,000 △26.9 30,000 △28.9 16,000 △49.8 22.28 
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４． その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無 
 
（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 

② ①以外の変更 有 

（注）詳細は、13ページ「６．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年3月期 782,865,873株 18年3月期 782,865,873株

②期末自己株式数 19年3月期 64,639,092株 18年3月期 66,193,286株

（注）1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、18 ページ「1 株当たり情報」

をご覧ください。 

 

 

（参考）個別業績の概要 

１９年３月期の個別業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益（損失）
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年3月期 964,424 △1.2 33,507 △35.7 27,135 △34.4 △ 6,391 －

18年3月期 976,143 2.8 52,123 47.1 41,379 32.2 10,274 310.5
 

 １株当たり 

当期純利益（損失） 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（損失） 
 円  銭 円  銭

19年3月期 △8.90 △8.90 

18年3月期  13.60  13.60 
 

（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

19年3月期 891,282 464,023 52.1 645.71 

18年3月期 905,010 474,631 52.4 661.91 

（参考）自己資本 平成19年3月期  464,023百万円  平成18年3月期 － 
 
 

 

 

 

 

 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係

る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異な

る結果となる可能性があります。 

業績予想の前提条件その他に関する事項につきましては、5ページを参照してください。 
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１．経営成績  
１．経営成績に関する分析 
 
（１）当期の経営成績 

自動車事業部門において、国内では新型軽乗用車「ステラ」の発売により、軽自動車は増加したものの、

苦戦を強いられた登録車の落ち込みをカバーできず、売上台数は前期を下回りました。一方、海外では欧州、

豪州等の販売が好調に推移し、売上台数は前期を上回りました。また、自動車以外の事業部門では航空宇宙

部門の売上高が前期を大きく上回りました。これらの結果、連結売上高は、海外子会社の為替換算レート差

もあり、１兆４，９４８億円と前期に比べ１８４億円（１．２％）の増収となりました。 
利益面につきましては、円安による為替レート差に加え、原価低減や諸経費の削減に努めたものの、自動

車事業部門における売上構成の悪化などが影響し、営業利益は４７９億円と前期に比べ１０４億円   

（１７．９％）の減益となり、経常利益につきましても４２２億円と前期に比べ４６億円（９．７％）の減

益となりました。しかし、当期純利益につきましては投資有価証券等売却益の減少があったものの、固定資

産売却益が増加したことなどに加え、前期に特別損失として計上した開発中止損失や割増退職金等がなかっ

たことなどにより、当期純利益は３１９億円と前期に比べ１６３億円（１０４．３％）の増益となりました。 
 

事業の種類別セグメントの状況 
（自動車事業部門） 

国内の登録車につきましては、主力車種「レガシィ」が昨年５月末に大幅改良を実施したものの、登録車

需要の不振の影響を受け減少するとともに、「インプレッサ」や「フォレスター」も減少し、売上台数は   

８１千台と前期に比べ１６千台（１６．９％）の減少となりました。 

一方、軽自動車につきましては、昨年６月に発売した新型軽乗用車「ステラ」の純増により需要を上回る

伸びを見せ、既存車種の減少をカバーし、売上台数は１４６千台と前期に比べ１３千台（９．９%）の増加

となりました。 

これらの結果、国内における売上台数の合計は２２７千台と前期に比べ３千台（１．５％）の減少となり 

ました。 

海外につきましては、北米市場では「インプレッサ」が前期を大きく上回りましたが、他の車種の減少を

カバーできず、売上台数は２０７千台と前期に比べ３千台（１．６％）の減少となりました。 

欧州につきましては、「フォレスター」や「インプレッサ」を中心として販売が好調に推移するなかで、特

にロシアなど新興市場での販売が大幅に伸長したことや下期より本格的な販売を開始した「Ｂ９トライベッ

カ」も寄与し、売上台数は７１千台と前期に比べ７千台（１０．３％）の増加となりました。 

豪州につきましては、全ての車種において前期を上回り、売上台数は３８千台と前期に比べ２千台   

（４．５％）の増加となり、昨年に引き続き過去 高を更新いたしました。 

これらの結果、海外全体の売上台数は３５１千台と前期に比べ１０千台（２．９％）の増加となりました。 

   以上の結果、国内と海外を合わせた売上台数は５７８千台と前期に比べ７千台（１．１％）の増加となり、

自動車事業全体の売上高は１兆３，３９３億円と前期に比べ１０１億円（０．８％）の増収となりました。

しかし、営業利益につきましては、円安による為替レート差に加え、原価低減や諸経費の削減に努めたもの

の、売上構成の悪化などの減益要因をカバーしきれず、３７８億円と前期に比べ１３７億円（２６．６％）

の減益となりました。 

 

（産業機器事業部門） 

国内につきましては、ポンプ搭載用エンジンや小型土木建設機械用エンジンの販売台数は増加しましたが、

発電機の減少などにより売上高は前期を下回りました。 
海外につきましては、欧州向けでは、主力製品である空冷４サイクルＯＨＣガソリンエンジン「ＥＸ」を

中心とした農業機械用エンジンの販売台数が大幅に上回るとともに、原油高で好景気が続いている中東向け

においても、販売は大幅に伸長しました。 

しかし、北米向けでは、全体需要の低迷などにより、レジャー用エンジンおよび発電機搭載用エンジンの

販売が減少し、好調な欧州向けや中東向けなどでカバーしきれず、海外の売上高は前期を下回りました。  

以上の結果、全体の売上高は４９７億円と前期に比べ２７億円（５．２％）の減収となり、営業利益につ

きましても１５億円と前期に比べ５億円（２６．０％）の減益となりました。 
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（航空宇宙事業部門） 

防衛省向け製品では、昨年度より納入を開始した戦闘ヘリコプター「ＡＨ－６４Ｄ」や次期固定翼哨戒機・

輸送機「ＰＸ／ＣＸ」試作機の売上が順調に推移しましたが、多用途ヘリコプター「ＵＨ－１Ｊ」の納入機

数の減少や「新無人偵察機システム」試験機の納入が昨年度に完了したことなどにより売上高は前期を下回

りました。 

一方、民間向け製品では、旅客機需要の拡大を受けて、「ボーイング７７７」の中央翼をはじめ、ボーイン

グ社向け既存製品の納入機数が大幅に増加いたしました。さらに今年度納入を開始した新規プロジェクトで

ある「ボーイング７８７」の中央翼や小型ビジネスジェット機「エクリプス５００」の主翼の売上が業績拡

大に貢献し、売上高は前期を大きく上回りました。  

以上の結果、全体の売上高は９４０億円と前期に比べ１２２億円（１４．９％）の増収と、２期連続で過

去 高となり、営業利益につきましても５７億円と前期に比べ２９億円（１０３．０％）の大幅な増益とな

りました。 

 
（その他の事業部門） 

環境事業部門につきましては、塵芥収集車「フジマイティー」が新型プレス式塵芥収集車「フジマイティ

ー７１シリーズ」において、昨年市場導入した４トン車ベースに加え、２トン車ベースおよび３トン車ベー

スを発売し、フルラインナップとなったことにより販売台数は前期を上回りました。しかし、平成１９年度

をもって事業撤退する環境設備事業の売上高の減少が影響し、売上高は前期を下回りました。また、国内子

会社である輸送機工業株式会社の事業撤退に伴う売上高の減少もあり、全体の売上高は１１８億円と前期に

比べ１２億円（９．０％）の減収となりましたが、営業利益につきましては、環境事業部門の収益改善等に

より２３億円と前期に比べ１０億円（８３．３％）の増益となりました。 
 
所在地別セグメントの状況 
（日 本） 

自動車事業部門において、国内売上台数の減少を欧州、豪州等への輸出台数の増加でカバーしたものの、 

売上構成の悪化などにより、売上高は８，８１１億円と前期に比べ７０億円（０．８％）の減収となりまし

た。また営業利益につきましても、円安による為替レート差に加え、原価低減や諸経費の削減に努めたもの

の、売上構成の悪化などの減益要因をカバーしきれず、４０６億円と前期に比べ１６４億円（２８．７％）

の減益となりました。 

 
（北 米） 

北米全体の売上台数は減少したものの、為替換算レート差や米国現地生産会社であるＳＩＡ（スバル オブ 

インディアナ オートモーティブ インク）において、「Ｂ９トライベッカ」の輸出台数が増加したことなど

により、売上高は５，７６１億円と前期に比べ３６億円（０．６％）の増収となりました。また営業利益に

つきましても、原価低減などにより５２億円と前期に比べ３２億円（１６２．５％）の増益となりました。 
 
（その他） 

欧州において、「Ｂ９トライベッカ」の売上台数が寄与したことなどにより、売上高は３７７億円と前期に

比べ２１８億円（１３７．８％）の大幅な増収となりました。また営業利益につきましても８億円と前期に

比べ５億円（１６８．９％）の増益となりました。 
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（２）次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、国内経済は設備投資と輸出を主導とする景気拡大基調は当面続くことが予

想されますが、自動車市場全体では、４年連続で登録車が減少し、軽自動車へのシフト化が進むなど厳しい

状況が続いております。一方、米国経済動向においても景気の減速傾向が見られることや、原材料価格の高

騰や今後の為替動向などの懸念材料もあるなど、当社を取り巻く経営環境は予断を許さない状況であります。 
こうした環境の中で、現時点における次期の業績見通しにつきましては下記の通り予想しております。 

 
（連結通期予想） 

売 上 高 １兆５，５００億円 （対前年増減率    ３．７％ ） 

営 業 利 益     ３５０億円 （対前年増減率 △２６．９％ ） 

経 常 利 益 ３００億円 （対前年増減率 △２８．９％ ） 

当 期 純 利 益 １６０億円 （対前年増減率 △４９．８％ ） 

 
２．財政状態に関する分析 
 
（１）資産、負債、純資産の状況 

 
総資産につきましては、１兆３，１６０億円と前連結会計年度末に比べ３２４億円の減少となりました。

この主な要因は流動資産の減少や有形固定資産の減少等であります。 
負債につきましては、８，２０３億円と前連結会計年度末に比べ６０３億円の減少となりました。この主

な要因は有利子負債の圧縮や流動負債の減少等であります。 
少数株主持分を含めた純資産につきましては、４，９５７億円と前連結会計年度末に比べ２７９億円の増

加となりました。この主な要因は利益剰余金の増加等であります。 
 
（２）キャッシュ・フローの状況 

 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、９９１億円と前連結会計年

度末に比べ１３３億円の減少となりました。 
当連結会計年度の前期に対するキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は、税金等調整前当期純利益４５６億円および減価償却費８１５億円等の計上があ

りましたが、たな卸資産の増加額１２８億円、仕入債務の減少額２０５億円等により６５６億円となり、

前期に比べ７１９億円の減少となりました。 
   

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により支出した資金は、有形固定資産の取得による支出（売却による収入との純額）４９８億

円およびリース資産の取得による支出（売却による収入との純額）１２０億円、貸付金の回収による収入

（貸付による支出との純額）２３５億円等により４３４億円の支出となり、前期に比べ３２３億円の削減

となりました。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動による資金の減少は、短期借入金の減額３０２億円および長期借入金の返済による支出（借入

れ収入との純額）２１億円等により３６２億円となったものの、前期に比べ５２７億円の資金の増加とな

りました。 
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３．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社は、株主の皆様の利益を重要な経営課題と位置付けており、業績や配当性向などを総合的に考慮しなが 

ら、長期的に安定した配当の維持を基本としております。また、内部留保金につきましては、財務体質の強化 
を図りながら、魅力ある商品展開のための研究開発や生産・販売体制の強化など、将来の成長、発展に向けた 
投資へ充当してまいります。 

 
 

２．企業集団の状況  
当社および当社関係会社（当社、子会社１０９社、関連会社９社（平成１９年３月３１日現在）により構成）

においては、自動車部門、産業機器部門、航空宇宙部門およびサービス・その他の４部門に関係する事業を主

として行っており、その製品は多岐にわたっております。 

各事業における当社および関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
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３．経営方針  
 
１．会社の経営の基本方針 

平成１９年３月期中間決算短信（平成１８年１０月３１日開示）により開示を行った内容から重要な変更が 

ないため開示を省略します。 
 当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 
 

（当社ホームページ） 

http://ir.fhi.co.jp/finance/fr.html 
 
（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
 
 
２．中長期的な会社の経営戦略 

当社は、本年２月に平成１９年度から平成２２年度までの４年間を対象とした新中期経営計画を発表いたし

ました。この新中期経営計画では、これまで通り「存在感と魅力ある企業」を長期ヴィジョンに掲げながら、

将来の発展に向けた基盤強化に重点を置き、「すべてはお客様のために」をキーワードとして、堅実な企業価

値向上を目指してまいります。 

本計画では、「お客様第一」を基軸に置き、１．スバルらしさの追求、２．グローバル視点の販売、３．品

質・コスト競争力の強化、４．トヨタ提携効果の拡大、５．人材育成と組織力の強化、の５項目を重点課題と

して、平成２２年度には連結業績で営業利益率５％レベル、ＲＯＡ７％レベルを目標値とし、その達成に向け

グループ一丸となって取り組んでまいります。 

 

（スバルらしさの追求） 

乗っていただくお客様全員が、気持ち良さと安心を感じる、スバルならではの走りとともに、業界トップレ

ベルの環境性能の達成に技術開発を集中させ、「快適・信頼の新しい走りと地球環境の融合」を高次元で実現す

ることを追求し、次世代水平対向エンジンやシャシーの開発、燃費向上をはじめとする環境技術などへの積極

的な取り組みを推進します。 

 

（グローバル視点の販売） 

当社の 重点市場を米国と位置付け、製造・販売一元管理による収益力と機動性の向上をはじめ、引き続き

販売網強化を図ってまいります。欧州・豪州・その他新興市場につきましては、ディーゼル車やコンパクトカ

ーの投入によるＣＯ２排出量低減対応や、ブランド戦略の一層の強化とさらなる拡販を図ってまいります。 

一方、日本市場においては、登録車商品の販売強化に加え、東京、大阪を中心に大都市拠点体制の充実を   

図ってまいります。 

 

（品質・コスト競争力の強化） 

新たに原価低減活動「ＴＳＲ－ＶＣ」をスタートし、お客様第一をベースとした、品質体制やメリハリをつ

けたコスト配分を目指してまいります。 

 

（トヨタ提携効果の拡大） 

トヨタ自動車株式会社との提携では、当社の米国現地生産会社であるＳＩＡにおいて、カムリの生産を順調

に開始いたしました。さらに欧州においても、ダイハツ工業株式会社で生産したコンパクトカーをスバルブラ

ンドでＯＥＭ販売することについて合意するなど、今後も長期的な相互の競争力強化と発展に向けて、個々の

具体的案件に対し、シナジーの実現を追求してまいります。 

 

（人材育成と組織力強化） 

お客様第一主義の浸透による風土改革を目指し、ＣＣＥ（Customer、Company、Employee）活動を全社で推

進するとともに、マネージメント強化およびグループ全体の人事・教育体系の充実にも取り組んでまいります。 
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４．連結財務諸表 
１． 連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 対前期 

平成18年3月31日 平成19年3月31日 増 減 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

   ％ ％  

〔資産の部〕      

Ⅰ 流動資産      

 現 金 及 び 預 金  65,524 52,406  △ 13,118 

 受 取 手 形 及 び 売 掛 金  104,972 99,290  △ 5,682 

 有 価 証 券  37,444 32,017  △ 5,427 

 た な 卸 資 産  216,396 224,919  8,523 

 繰 延 税 金 資 産  32,992 27,072  △ 5,920 

 短 期 貸 付 金  118,414 101,184  △ 17,230 

 そ の 他  45,604 59,501  13,897 

 貸 倒 引 当 金  △ 2,163 △ 1,713  450 

 流 動 資 産 合 計  619,183 45.9 594,676 45.2 △ 24,507 

      

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

 建 物 及 び 構 築 物  128,727 129,280  553 

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  184,582 122,828  △ 61,754 

 土 地  172,338 174,835  2,497 

 建 設 仮 勘 定  7,396 18,335  10,939 

 リ ー ス 資 産  － 59,896  59,896 

 そ の 他  62,930 45,410  △ 17,520 

 有 形 固 定 資 産 合 計  555,973 41.2 550,584 41.8 △ 5,389 

      

２．無形固定資産      

 の れ ん  － 19,092  19,092 

 そ の 他  38,211 16,100  △ 22,111 

 無 形 固 定 資 産 合 計  38,211 2.9 35,192 2.7 △ 3,019 

      

３．投資その他の資産      

 投 資 有 価 証 券  80,316 85,819  5,503 

 長 期 貸 付 金  8,141 3,696  △ 4,445 

 繰 延 税 金 資 産  23,612 20,825  △ 2,787 

 そ の 他  25,312 28,472  3,160 

 貸 倒 引 当 金  △ 2,348 △ 3,223  △ 875 

 投資その他の資産合計  135,033 10.0 135,589 10.3 556 

 固 定 資 産 合 計  729,217 54.1 721,365 54.8 △ 7,852 

 資  産  合  計  1,348,400 100.0 1,316,041 100.0 △ 32,359 
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 対前期 

平成18年3月31日 平成19年3月31日 増 減 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

〔負債の部〕  ％  ％  

Ⅰ 流動負債     

 支 払 手 形 及 び 買 掛 金  211,412 190,394  △ 21,018 

 短 期 借 入 金  195,507 172,454  △ 23,053 

 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー  8,000 11,000  3,000 

 一 年 内 償 還 社 債  20,500 10,000  △ 10,500 

 未 払 法 人 税 等  11,472 4,572  △ 6,900 

 未 払 費 用  61,744 55,789  △ 5,955 

 賞 与 引 当 金  15,427 15,247  △ 180 

 製 品 保 証 引 当 金  23,496 23,934  438 

 そ の 他  80,555 80,277  △ 278 

 流 動 負 債 合 計  628,113 46.6 563,667 42.8 △ 64,446 

Ⅱ 固定負債    

 社 債  80,000 90,000  10,000
 長 期 借 入 金  70,072 60,400  △ 9,672
 土地再評価に係る繰延税金負債  703 703  －
 退 職 給 付 引 当 金  52,322 45,516  △ 6,806
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  971 987  16
 債 務 保 証 損 失 引 当 金  － 745  745
 連 結 調 整 勘 定  2,995 －  △ 2,995
 負 の の れ ん  － 821  821
 そ の 他  45,438 57,499  12,061
 固 定 負 債 合 計  252,501 18.7 256,671 19.5 4,170 

 負 債 合 計  880,614 65.3 820,338 62.3 △ 60,276 

〔少数株主持分〕     

少数株主持分  2,264 0.2 － － － 

〔資本の部〕     

Ⅰ 資 本 金  153,795 11.4 － － －
Ⅱ 資 本 剰 余 金  160,071 11.9 － － －
Ⅲ 利 益 剰 余 金  189,996 14.1 － － －
Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金  290 0.0 － － －
Ⅴ その他有価証券評価差額金  21,145 1.6 － － －
Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定  △ 18,230 △ 1.4 － － －
Ⅶ 自 己 株 式  △ 41,545 △ 3.1 － － －
 資 本 合 計  465,522 34.5 － － － 

 負債、少数株主持分及び資本合計  1,348,400 100.0 － － － 

〔純資産の部〕     

Ⅰ 株主資本     

 資 本 金  － － 153,795 11.7 －
 資 本 剰 余 金  － － 160,104 12.2 －
 利 益 剰 余 金  － － 214,831 16.3 －
 自 己 株 式  － － △ 40,511 △ 3.1 －
 株 主 資 本 合 計  － － 488,219 37.1 － 

Ⅱ 評価・換算差額等    

 その他有価証券評価差額金  － － 22,182 1.7 －
 土 地 再 評 価 差 額 金  － － 290 0.0 －
 為 替 換 算 調 整 勘 定  － － △ 16,687 △ 1.2 －
 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  － － 5,785 0.5 － 

Ⅲ 少数株主持分  － － 1,699 0.1 － 

 純 資 産 合 計  － － 495,703 37.7 － 

 負 債 純 資 産 合 計  － － 1,316,041 100.0 － 
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２． 連結損益計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

当連結会計年度 

自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日 

対前期 

増 減 

期別 

 

 

科目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

   ％  ％ 

Ⅰ 売上高  1,476,368 100.0 1,494,817 100.0 18,449

Ⅱ 売上原価  1,125,293 76.2 1,142,674 76.4 17,381

 売 上 総 利 益  351,075 23.8 352,143 23.6 1,068

Ⅲ 販売費及び一般管理費  292,736 19.8 304,237 20.4 11,501

 営 業 利 益  58,339 4.0 47,906 3.2 △ 10,433

Ⅳ 営業外収益    

 受 取 利 息 及 び 配 当 金  3,421 3,864  443

 負 の の れ ん 償 却 額  － 2,175  2,175

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  3,296 －  △ 3,296

 デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益  － 4,268  4,268

 持分法 による投 資利益  1,446 1,549  103

 そ の 他  4,193 5,949  1,756

 営業外収益合計  12,356 0.8 17,805 1.2 5,449

Ⅴ 営業外費用    

 支 払 利 息  3,181 4,017  836

 為 替 差 損  － 11,906  11,906

 デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損  2,983 72  △ 2,911

 そ の 他  17,763 7,501  △ 10,262

 営業外費用合計  23,927 1.6 23,496 1.6 △ 431

 経 常 利 益  46,768 3.2 42,215 2.8 △ 4,553

Ⅵ 特別利益    

 固 定 資 産 売 却 益  3,872 6,673  2,801

 投資有 価証券等 売却益  5,274 58  △ 5,216

 前 期 損 益 修 正 益  － 1,451  1,451

 厚生年金基金代行返上益  － 2,423  2,423

 そ の 他  107 104  △ 3

 特別利益合計  9,253 0.6 10,709 0.7 1,456

Ⅶ 特別損失    

 固定資 産売却・ 除却損  4,273 4,774  501

 投資有 価証券等 売却損  2,253 18  △ 2,235

 投資有 価証券等 評価損  － 335  335

 減 損 損 失  4,064 550  △ 3,514

 債務保証損失引当金繰入額  － 745  745

 関 係 会 社 整 理 損  － 913  913

 割 増 退 職 金 等  7,991 －  △ 7,991

 開 発 中 止 損 失  7,094 －  △ 7,094

 そ の 他  1,672 －  △ 1,672

 特別損失合計  27,347 1.9 7,335 0.5 △ 20,012

 税金等調整前当期純利益  28,674 1.9 45,589 3.0 16,915

 法人税、住民税及び事業税  13,231 0.8 7,231 0.5 △ 6,000

 法 人 税 等 調 整 額  △ 303 △ 0.0 6,411 0.4 6,714

 少 数 株 主 利 益  （減算）135 0.0 （減算）48 0.0 △ 87

 当 期 純 利 益  15,611 1.1 31,899 2.1 16,288
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３．連結株主資本等変動計算書 
当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） （単位：百万円） 

株主資本  

資 本 金
資  本

剰 余 金

利  益

剰 余 金
自 己 株 式 

株 主 資 本

合 計

平成18年 3月31日残高 153,795 160,071 189,996 △ 41,545 462,317
当連結会計年度中の変動額  
剰余金の配当 － － △ 6,452 － △ 6,452
役員賞与 － － △ 107 － △ 107
当期純利益 － － 31,899 － 31,899
自己株式の取得 － － － △ 71 △ 71
自己株式の処分 － 33 － 1,105 1,138
新規持分法適用に伴う増加高 － － 1,038 － 1,038
在外連結子会社の会計基準 

変更に伴う変動額 
－ － △ 1,513 － △ 1,513

その他 － － △ 30 － △ 30
株主資本以外の項目の当連結 

会計年度変動額（純額） 
－ － － － －

当連結会計年度変動額合計 － 33 24,835 1,034 25,902
平成19年 3月31日残高 153,795 160,104 214,831 △ 40,511 488,219
 

評価・換算差額等  
そ の 他

有 価 証 券

評 価

差 額 金

土 地

再 評 価

差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

評価・換算

差額等合計

少 数 株 主 

持 分 

純 資 産

合 計

平成18年 3月31日残高 21,145 290 △ 18,230 3,205 2,264 467,786
当連結会計年度中の変動額  
剰余金の配当 － － － － － △ 6,452
役員賞与 － － － － － △ 107
当期純利益 － － － － － 31,899
自己株式の取得 － － － － － △ 71
自己株式の処分 － － － － － 1,138
新規持分法適用に伴う増加高 － － △ 18 △ 18 － 1,020
在外連結子会社の会計基準 

変更に伴う変動額 
－ － － － － △1,513

その他 － － － － － △ 30
株主資本以外の項目の当連結

会計年度変動額（純額） 
1,037 － 1,561 2,598 △ 565 2,033

当連結会計年度変動額合計 1,037 － 1,543 2,580 △ 565 27,917
平成19年 3月31日残高 22,182 290 △ 16,687 5,785 1,699 495,703
 
〔参考〕連結剰余金計算書           （単位：百万円） 

前連結会計年度
自 平成17年4月 1日

期   別 

科   目 
至 平成18年3月31日

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 160,071

Ⅱ 資本剰余金期末残高  160,071 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 178,022 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 新規持分法適用に伴う増加高 3,466

 当期純利益 15,611

 その他 31 19,108 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

 配当金 7,015

 役員賞与 111

 自己株式処分差損 8 7,134

Ⅳ 利益剰余金期末残高 189,996 
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４．連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

期別 

科目 

前連結会計年度 
自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

当連結会計年度 
自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日 

対前期 
増 減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
 税金等調整前当期純利益  28,674 45,589 16,915
 減価償却費  80,073 81,454 1,381
 貸倒引当金の増加額（△減少額）  542 425 △ 117
 製品保証引当金の増加額（△減少額）  1,040 284 △ 756
 退職給付引当金の増加額（△減少額）  △ 6,859 △ 6,790 69
 債務保証損失引当金の増加額（△減少額）  － 745 745
 受取利息及び配当金  △ 3,421 △ 3,864 △ 443
 負ののれん償却額  － △ 2,175 △ 2,175
 連結調整勘定償却額（営業外収益）  △ 3,296 － 3,296
 デリバティブ評価益  － △ 4,268 △ 4,268
 持分法による投資利益  △ 1,446 △ 1,549 △ 103
 支払利息  3,181 4,017 836
 デリバティブ評価損  2,983 72 △ 2,911
 固定資産売却益  △ 3,872 △ 6,673 △ 2,801
 投資有価証券等売却益  △ 5,274 △ 58 5,216
 固定資産売却・除却損  4,273 4,774 501
 投資有価証券等売却損  2,253 18 △ 2,235
 投資有価証券等評価損  － 335 335
 減損損失  4,064 550 △ 3,514
 割増退職金等  7,991 － △ 7,991
 開発中止損失  7,094 － △ 7,094
 売上債権の減少額（△増加額）  13,893 6,392 △ 7,501
 たな卸資産の減少額（△増加額）  △ 9,944 △ 12,787 △ 2,843
 仕入債務の増加額（△減少額）  16,555 △ 20,520 △ 37,075
 預り金の増加額（△減少額）  23,964 △ 825 △ 24,789
 その他  △ 7,884 △ 4,257 3,627

小計 154,584 80,889 △ 73,695
 利息及び配当金の受取額  3,126 4,334 1,208
 利息の支払額  △ 2,920 △ 3,945 △ 1,025
 割増退職金等支払額  △ 7,991 － 7,991
 法人税等支払額  △ 9,201 △ 15,555 △ 6,354
 役員賞与支払額  △ 113 △ 107 6
 営業活動によるキャッシュ・フロー  137,485 65,616 △ 71,869 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
 有価証券の取得による支出  △ 9,489 △ 3,517 5,972
 有価証券の売却による収入  21,908 8,472 △ 13,436
 有形固定資産の取得による支出  △ 120,875 △ 57,388 63,487
 有形固定資産の売却による収入  38,115 7,571 △ 30,544
 リース資産の取得による支出  － △ 64,100 △ 64,100
 リース資産の売却による収入  － 52,112 52,112
 無形固定資産の取得による支出  △ 5,127 △ 3,100 2,027
 投資有価証券の取得による支出  △ 9,063 △ 16,599 △ 7,536
 投資有価証券の売却による収入  13,092 11,430 △ 1,662
 貸付による支出  △ 124,989 △ 114,761 10,228
 貸付金の回収による収入  127,450 138,280  10,830
 子会社株式の価格調整による支出  △ 7,087 － 7,087
 その他  290 △ 1,828 △ 2,118
 投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 75,775 △ 43,428 32,347 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
 短期借入金の純増減額  △ 4,538 △ 30,169 △ 25,631
 コマーシャルペーパーの純増減額  △ 14,000 3,000 17,000
 長期借入れによる収入  15,301 1,700 △ 13,601
 長期借入金の返済による支出  △ 28,996 △ 3,848 25,148
 社債発行による収入  － 20,000 20,000
 社債償還による支出  △ 10,300 △ 20,500 △ 10,200
 自己株式の取得による支出  △ 39,352 △ 62 39,290
 自己株式の売却による収入  30 224 194
 配当金の支払額  △ 7,015 △ 6,452 563
 その他  △ 15 △ 102 △ 87
 財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 88,885 △ 36,209 52,676 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 7,856 756 △ 7,100 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 19,319 △ 13,265 6,054 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 131,685 112,366 △ 19,319 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う減少高 － △ 41 △ 41 

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 112,366 99,060 △ 13,306 
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５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 当連結会計年度 
役員賞与に関する会計基準  役員賞与の算定期間に対応して費用計上しております。 
  

なお、上記「役員賞与に関する会計基準」以外は、 近の有価証券報告書（平成１８年６月２８日提出）

における記載から重要な変更がないため、開示を省略します。 
 
６．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 当連結会計年度 

（役員賞与に関する会計基準）  

前連結会計年度までは利益処分として処理しておりましたが、 当連結会計年度から費用計上する方法に

変更しております。 

なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

（企業結合に係る会計基準等）  

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成１５年１０月３１日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月２７日 企業会計基準第７号）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２

月２７日 企業会計基準適用指針第１０号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

〔連結貸借対照表〕 

「連結調整勘定」（貸方）は、当連結会計年度から「負ののれん」として表示しております。 

〔連結損益計算書〕及び〔連結キャッシュ・フロー計算書〕 

「連結調整勘定償却額」（営業外収益）は、当連結会計年度から「負ののれん償却額」として表示して

おります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

 
（表示方法の変更）  

〔連結貸借対照表〕 

有形固定資産の「リース資産」は重要性が増したため、当連結会計年度から区分掲記しており、前連結会

計年度においては「機械装置及び運搬具」184,582百万円に56,766百万円、「その他」62,930百万円に7,485

百万円含まれております。 

無形固定資産の「のれん」は当連結会計年度から区分掲記しており、前連結会計年度末の残高は 18,873

百万円であります。 

〔連結損益計算書〕 

営業外収益の「デリバティブ評価益」は当連結会計年度から区分掲記しており、前連結会計年度において

は「その他」4,193百万円に513百万円含まれております。 

営業外費用の「為替差損」は当連結会計年度から区分掲記しており、前連結会計年度においては「その他」

17,763百万円に10,597百万円含まれております。 

特別損失の「投資有価証券等評価損」は当連結会計年度から区分掲記しており、前連結会計年度において

は「その他」1,672百万円に16百万円含まれております。 

〔連結キャッシュ・フロー計算書〕 

営業活動によるキャッシュ・フローの「デリバティブ評価益」及び「投資有価証券等評価損」は当連結会

計年度から区分掲記しており、前連結会計年度には「その他」△7,884百万円に含まれております。 

投資活動によるキャッシュ・フローの「リース資産の取得による支出」及び「リース資産の売却による収

入」は重要性が増したため、当連結会計年度から区分掲記しており、前連結会計年度においては「有形固定

資産の取得による支出」△120,875百万円及び「有形固定資産の売却による収入」38,115百万円に含まれて

おります。 
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７．連結財務諸表に関する注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 有形固定資産に対する減価償却累計額 686,418 百万円 730,424 百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

１． 一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 
46,893 百万円 50,709 百万円 

２．  特別利益及び特別損失の内容 
 

前連結会計年度  当連結会計年度 

――――――――――  （１）前期損益修正益 

  前連結会計年度に特別損失に計上した

「開発中止損失（新型車共同開発）」の見込

額が確定したことによる戻入益であります。

――――――――――  （２）関係会社整理損 

  ジヤトコ㈱との合弁事業である富士ＡＴ

㈱を解消することに伴い発生する損失額

913百万円を計上したものであります。 

（１）減損損失  ―――――――――― 

当連結会計年度において、当社グループは以下の 資

産について減損損失を計上しております。 

用途 場所 種類 

製造設備 米国 構築物 

機械装置 

販売店の 

事業用資産 

和歌山県 

他 ３件 

建物及び構築物 

機械装置、土地 

賃貸事業用 

不動産 

群馬県 建物 

遊休不動産 北海道 

他 ３件 

土地 

建物及び構築物他 

減損損失を認識した米国子会社の製造設備は製品毎

に、販売店の事業用資産は販売会社毎に、賃貸事業用不

動産及び遊休不動産については、それぞれ個別の物件毎

にグルーピングしております。 

（科目別の計上額） 

科目 金額 

建物及び構築物 1,672 百万円 

機械装置 782 〃 

土地 他 1,610 〃 

合計 4,064 〃  

  

（２）開発中止損失  ―――――――――― 

内容は以下の２つであります。 

①新型車共同開発 

米国ゼネラルモーターズ社との提携解消に伴い、

サーブ社とのクロスオーバー車の共同開発案件につ

いて開発を中止することで合意し、共同開発の中止に

伴い発生する損失見込額 3,633百万円を計上したも

のであります。なお、他の車種への転用等を検討した

ことにより、当中間連結会計期間より1,980百万円減

少しております。 
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②新システム開発 

受注から納品までの一連の業務プロセスを支援す

るシステムの構築を始めておりましたが、当初計画ど

おりの費用対効果が得られないと判断したことによ

り、 開発を中止することを決定いたしました。これ

に伴い発生する損失額 3,461百万円を計上したもの

であります。 

（３）その他  ―――――――――― 

特別損失の「その他」1,672百万円のうち 1,656

百万円は、連結子会社である輸送機工業㈱の工場

の一部閉鎖に伴い発生した土壌改良費用でありま

す。 

  

 

（企業結合等） 

国内の販売力強化および収益力改善を目的として、スバル販売特約店を統合しております。 

統合した会社はいずれも自動車セグメントに含まれる連結子会社であるため、共通支配下の取引として会計処理

を行っております。 

（１）平成１８年４月１日 存続会社による吸収合併 
統合地区 統合特約店  新会社 

旭川スバル自動車㈱  
北海道 

北海道スバル㈱ ※
北海道スバル㈱ 

北陸スバル自動車㈱ ※
中部 

福井スバル自動車㈱  
北陸スバル自動車㈱ 

香川スバル自動車㈱ ※
四国 

徳島スバル自動車㈱  
東四国スバル㈱ 

佐賀スバル自動車㈱  
北九州 

長崎スバル自動車㈱ ※
西九州スバル㈱ 

宮崎スバル自動車㈱  
南九州 

鹿児島スバル自動車㈱ ※
南九州スバル㈱ 

※存続会社 

（２）平成１８年１０月１日 存続会社が事業を譲り受ける方法 
統合地区 統合特約店  新会社 

和歌山スバル自動車㈱  
近畿 

大阪スバル㈱ ※
大阪スバル㈱ 

※存続会社 

 

上記の他、米国販売子会社スバル オブ アメリカ インクが子会社スバル ヤード オペレーションズ インクを吸収合

併したことにより、連結子会社が減少しております。 

 

（開示の省略） 

以下の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

・連結株主資本等変動計算書関係 

・連結キャッシュ・フロー計算書関係 

・リース取引関係 

・関連当事者との取引 

・税効果会計関係 

・有価証券関係 

・デリバティブ取引関係 

・退職給付関係 

・ストック・オプション等 
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（セグメント情報） 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度 （自 平成１８年４月１日  至 平成１９年３月３１日） （単位：百万円） 

   
自 動 車 産業機器 航空宇宙 そ の 他 計 

消去又は

全 社 
連    結

Ⅰ．売上高及び営業損益     

 売  上  高     

 (1)外部顧客に対する売上高 1,339,291 49,699 94,012 11,815 1,494,817 － 1,494,817

 (2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
3,050 20 16 2,575 5,661 △ 5,661 －

 計  1,342,341 49,719 94,028 14,390 1,500,478 △ 5,661 1,494,817

 営 業 費 用  1,304,510 48,211 88,354 12,133 1,453,208 △ 6,297 1,446,911

 営 業 利 益  37,831 1,508 5,674 2,257 47,270 636 47,906

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 

    

 資  産  1,058,957 55,450 165,177 64,915 1,344,499 △28,458 1,316,041

 減 価 償 却 費  73,899 1,618 4,236 1,701 81,454 － 81,454

 減 損 損 失  530 － － 20 550 － 550

 資 本 的 支 出  120,079 1,620 4,120 669 126,488 △ 159 126,329

 

前連結会計年度 （自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日） （単位：百万円） 

   
自 動 車 産業機器 航空宇宙 そ の 他 計 

消去又は

全 社 
連    結

Ⅰ．売上高及び営業損益     

 売  上  高     

 (1)外部顧客に対する売上高 1,329,161 52,436 81,787 12,984 1,476,368 － 1,476,368

 (2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3,688 116 35 2,518 6,357 △ 6,357 －

 計  1,332,849 52,552 81,822 15,502 1,482,725 △ 6,357 1,476,368

 営 業 費 用  1,281,290 50,514 79,027 14,271 1,425,102 △ 7,073 1,418,029

 営 業 利 益  51,559 2,038 2,795 1,231 57,623 716 58,339

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 

    

 資  産  1,110,445 56,621 147,557 68,435 1,383,058 △34,658 1,348,400

 減価償却費  74,431 1,795 1,941 1,906 80,073 － 80,073

 減 損 損 失  3,968 － － 96 4,064 － 4,064

 資本的支出  109,955 1,195 7,605 534 119,289 － 119,289

 

（注）１． 事業の区分方法  

 事業区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。  

２． 各区分に属する主要な製品  

 事業区分 主要製品 

 自 動 車 レガシィ、インプレッサ、フォレスター、Ｂ９トライベッカ、ステラ、Ｒ１、Ｒ２、プレオ、サンバー 

 産業機器 ロビンエンジン、エンジンジェネレーター、ポンプ 

 航空宇宙 航空機、宇宙関連機器部品 

 そ の 他 塵芥収集車、特殊車両、不動産賃貸 

３． 営業費用はすべて各セグメントに配賦しており、配賦不能営業費用はありません。  

４． 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。  

５． 会計処理方法の変更  

 役員賞与に関する会計基準等を適用しておりますが、損益に与える影響は軽微であります。  
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（２）所在地別セグメント情報 

当連結会計年度 （自 平成１８年４月１日  至 平成１９年３月３１日） （単位：百万円） 

   
日  本 北  米 そ の 他 計 

消去又は 

全 社 
連    結 

Ⅰ．売上高及び営業損益    

 売  上  高    

 (1)外部顧客に対する売上高  881,102 576,053 37,662 1,494,817 － 1,494,817

 (2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 

 
244,896 14,222 283 259,401 △ 259,401 －

 計  1,125,998 590,275 37,945 1,754,218 △ 259,401 1,494,817

 営 業 費 用  1,085,376 585,104 37,114 1,707,594 △ 260,683 1,446,911

 営 業 利 益  40,622 5,171 831 46,624 1,282 47,906

Ⅱ．資産 985,335 347,770 8,063 1,341,168 △ 25,127 1,316,041

 

前連結会計年度 （自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日） （単位：百万円） 

   
日  本 北  米 そ の 他 計 

消去又は 

全 社 
連    結 

Ⅰ．売上高及び営業損益    

 売  上  高    

 (1)外部顧客に対する売上高  888,117 572,412 15,839 1,476,368 － 1,476,368

 (2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 

 
257,456 2,298 313 260,067 △ 260,067 －

 計  1,145,573 574,710 16,152 1,736,435 △ 260,067 1,476,368

 営 業 費 用  1,088,584 572,740 15,843 1,677,167 △ 259,138 1,418,029

 営 業 利 益  56,989 1,970 309 59,268 △ 929 58,339

Ⅱ．資産 1,006,951 368,541 2,716 1,378,208 △ 29,808 1,348,400

 

（注）１． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２． 日本以外の区分に属する主な国又は地域  

 北 米 ：米国、カナダ 

 そ の 他 ：欧州  

３． 営業費用はすべて各セグメントに配賦しており、配賦不能営業費用はありません。  

４． 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。  

５． 会計処理方法の変更  

 役員賞与に関する会計基準等を適用しておりますが、損益に与える影響は軽微であります。  
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（３）海外売上高 

当連結会計年度 （自 平成１８年４月１日  至 平成１９年３月３１日） （単位：百万円） 

 北  米 欧  州 そ の 他 計 

海外売上高 622,149 152,458 143,994  918,601 

連結売上高    1,494,817 

連結売上高に占める海外売上高の割合（%） 41.6 % 10.2 % 9.7 % 61.5 % 

 

前連結会計年度 （自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日） （単位：百万円） 

 北  米 欧  州 そ の 他 計 

海外売上高 616,437 128,777 127,016 872,230 

連結売上高    1,476,368 

連結売上高に占める海外売上高の割合（%） 41.8 % 8.7 % 8.6 % 59.1 % 

 

（注）１． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２． 日本以外の区分に属する主な国又は地域  

 北 米 ：米国、カナダ 

 欧 州 ：ドイツ、スイス、イギリス 

 そ の 他 ：オーストラリア 

３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

４． 会計処理方法の変更  

 該当事項はありません。  

 

（1 株当たり情報） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 １株当たり純資産額 649円41銭 687円81銭 

 １株当たり当期純利益 20円66銭 44円46銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 20円66銭 44円44銭 

    

    

 期中平均株式数 750,332千株 717,410千株 

 潜在株式増加数（新株予約権） 96千株 396千株 

 

 

（重要な後発事象） 

 当連結会計年度 

 当社は、株式会社マキタによる富士ロビン株式会社（当社の連結子会社）の株式公開買付けに対し、保有する富士

ロビン株式の全株（7,525 千株）を応募いたしました。 

これにより、19 年度に関係会社株式売却益が 1,380 百万円（売却価額1,950 百万円）発生する見込みであります。

売却時期は平成19 年5 月15 日を予定しております。 

 



2007年4月27日
富士重工業株式会社

広 報 部

〈 平成19年3月期決算 参考資料 〉（連結）

当期実績 次期予想

平成19年3月期 平成20年3月期

（H18.4.1～H19.3.31） （H19.4.1～H20.3.31）

売上高 14,764 億円 14,948 億円 ( 1.2 ) 15,500 億円 ( 3.7 )

国内 6,041 億円 5,762 億円 ( △ 4.6 ) 5,600 億円 ( △ 2.8 )

海外 8,722 億円 9,186 億円 ( 5.3 ) 9,900 億円 ( 7.8 )

営業利益 583 億円 479 億円 ( △ 17.9 ) 350 億円 ( △ 26.9 )

〈利益率〉 〈  4.0 〉 〈 〉 〈 2.3 〉

経常利益 468 億円 422 億円 ( △ 9.7 ) 300 億円 ( △ 28.9 )

〈利益率〉 〈  3.2 〉 〈 〉 〈 1.9 〉

当期純利益 156 億円 319 億円 ( 104.3 ) 160 億円 ( △ 49.8 )

〈利益率〉 〈  1.1 〉 〈 〉 〈 1.0 〉

増減要因 (増益要因)

(営業利益）

(減益要因)

為替レート

設備投資 562 億円 596 億円 600 億円

減価償却費 575 億円 589 億円 640 億円

試験研究費 469 億円 507 億円 530 億円

有利子負債残高 3,741 億円 3,439 億円 3,290 億円

業績評価

国内売上 230 千台 227 千台 ( △ 1.5 ) 218 千台 ( △ 3.9 )

(内訳）

登録車 98 千台 81 千台 ( △ 16.9 ) 89 千台 ( 10.0 )

軽自動車 132 千台 146 千台 ( 9.9 ) 129 千台 ( △ 11.7 )

海外売上 341 千台 351 千台 ( 2.9 ) 366 千台 ( 4.2 )

(内訳）

北米 210 千台 207 千台 ( △ 1.6 ) 215 千台 ( 4.1 )

欧州 65 千台 71 千台 ( 10.3 ) 80 千台 ( 11.5 )

その他 67 千台 73 千台 ( 10.0 ) 71 千台 ( △ 2.8 )

完成車合計 571 千台 578 千台 ( 1.1 ) 584 千台 ( 1.0 )

注1.（     ）は、対前年同期増減率
注2．金額：億円（億円未満を四捨五入）、台数：千台 (百台以下を四捨五入)、比率：％（小数点第２位を四捨五入）
注3．連結売上台数は、国内連結対象販売会社の小売台数、海外連結対象販売統括会社の卸売台数、
     非連結対象会社に対する富士重工業の出荷台数などの合計値

注4. 為替レートは富士重工業単独売上レート

112円／US$ 115円／US$117円／US$

原価低減              86億円

諸経費等の減          19億円

(減益要因)

売上構成差等         309億円

前年度実績

平成18年3月期

（H17.4.1～H18.3.31）

試験研究費増　   　　 38億円

(増益要因)

為替レート差         138億円

2.8

2.1

3.2

原価低減             53億円

諸経費等の増         108億円

為替レート差          56億円

試験研究費増　        23億円

売上構成差等          5億円

  7期連続の増収

  売上高過去最高

  2期ぶりの当期純利益減益

  6期連続の増収

  3期ぶりの当期純利益増益

  売上高過去最高
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